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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結貸借対照表 
2017年および2016年3月31日現在 
 

  百万円  
千米ドル 
（注記1） 

資産の部  2017  2016  2017  
 
流動資産       
 現金及び預金（注記 4 および 17） ¥ 33,907 ¥ 37,516  $ 302,746 
 定期預金（注記 17）  15,756  13,360   140,679 
 債権       
  受取手形及び売掛金（注記 17）  19,893  17,921   177,624 
  有価証券（注記 4、5 および 17）  2,000  2,000   17,857 
  その他  581  303   5,190 
  貸倒引当金  (242)  (37 )  (2,167) 
 たな卸資産（注記 6）  13,613  12,999   121,546 
 繰延税金資産（注記 14）  1,421  1,497   12,692 
 前払費用及びその他の流動資産  1,716  1,553   15,329 
       
   流動資産合計  88,647  87,114   791,499 
       
固定資産（注記 7）       
 土地  8,976  9,098   80,144 
 建物及び構築物  60,088  59,019   536,508 
 機械装置及び運搬具  57,828  55,226   516,327 
 工具、器具及び備品  19,844  18,190   177,185 
 建設仮勘定  3,214  3,176   28,698 
   小計  149,952  144,711   1,338,864 
 減価償却累計額  (100,286)  (96,798 )  (895,417) 
       
   有形固定資産合計  49,666  47,913   443,447 
       
投資その他の資産       
 投資有価証券（注記 5 および 17）  13,389  9,524   119,547 
 非連結子会社および関連会社への投資  936  953   8,361 

長期貸付金 572 7   5,108 
退職給付に係る資産（注記 9） 1,462 946  13,061 

 長期預金 （注記 17） 18,000  18,000   160,714 
 繰延税金資産（注記 14）  457  1,293   4,085 
 その他  1,360  1,546   12,143 
       
   投資その他の資産合計  36,178  32,272  323,021 
       
資産合計 ¥ 174,492 ¥ 167,300  $ 1,557,967 
 
「連結財務諸表に対する注記」参照 
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  百万円  

  
千米ドル 
（注記1） 

負債・純資産の部  2017  2016  2017  
 
流動負債       
 債務       
  支払手形及び買掛金（注記 17） ¥ 9,607 ¥ 7,787  $ 85,777 
  建設その他  4,107  3,717   36,674 
 未払法人税等  1,390  1,310   12,416 
 未払費用  3,418  3,550   30,521 
 前受金  336 9  3,008 
 繰延税金負債（注記 14）  21  18  191 
 その他（注記 8 および 17）  654  736  5,841 
       
   流動負債合計  19,536  17,130   174,430 
       
       
固定負債       
 長期借入金（注記 8 および 17）  － 137   － 
 繰延税金負債（注記 14）  1,515  2,137   13,527 
 退職給付に係る負債（注記 9） 223 150  1,992 
 その他  286  473   2,559 
       
   固定負債合計  2,024  2,899   18,078 
       
       
       
       
 
株主資本（注記 12 および 20）       
 資本金 普通株式— 発行可能株式総数  197,000,000株 2017年3月期 

発行可能株式総数  197,000,000株 2016年3月期 
発行済株式総数     45,100,000株 2017年3月期   
発行済株式総数     45,100,000株 2016年3月期  14,640  14,640   130,718 

 資本剰余金  15,207  15,207   135,784 
 利益剰余金  113,708  110,359   1,015,255 

自己株式—1,496,738株 2017年3月期 1,930,932株 2016年3月期  (4,086)  (5,239 )  (36,482) 
 その他の包括利益累計額       
  その他有価証券評価差額金  4,694  2,834   41,914 
  為替換算調整勘定  3,533  4,823   31,550 
  退職給付に係る調整累計額 (139) (253 ) (1,244) 
   小計  147,559  142,371   1,317,496 
    新株予約権  221  309   1,974 
 非支配株主持分  5,150  4,589   45,987 
       
   純資産合計  152,931  147,270   1,365,458 
       
負債純資産合計 ¥ 174,492 ¥ 167,300  $ 1,557,967 
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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結損益計算書 
2017年および2016年3月31日終了事業年度 
 

 百万円  

  
千米ドル 
（注記1） 

 2017  2016  2017  
 
売上高 ¥ 88,764 ¥ 89,969  $ 792,540 
売上原価（注記 9、13 および 15）  56,786  56,659   507,020 
  売上総利益  31,978  33,309   285,520 
販売費及び一般管理費（注記 9、13 および 15）   22,023  20,871   196,637 
  営業利益  9,954  12,438   88,883 
営業外収益（費用）       
 受取利息及び受取配当金 277  287  2,476
 為替差損  (445)  (642 )  (3,981) 
 デリバティブ評価損益  (439) 270  (3,927) 
 持分法による投資利益 126 219 1,129 
 操業準備費用  － (339) － 
 投資有価証券売却益 265 50 2,373 
 減損損失（注記 7） (678) (752) (6,054) 
 災害による損失 (91) － (815) 
 その他 251 246 2,241 

  その他収益（費用）  (734)  (660) (6,558) 
税金等調整前当期純利益 9,220  11,777  82,325 
法人税、住民税及び事業税（注記 14）       
 当年度  2,635  3,031   23,534 
 過年度 0 18 2 
 繰延  (454)  468  (4,062) 
  法人税等合計  2,181  3,518   19,473 
当期純利益  7,039  8,259  62,851 
非支配株主に帰属する当期純利益  695  543  6,214 
親会社株主に帰属する当期純利益 ¥ 6,343 ¥ 7,716  $   56,637 
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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結損益計算書 
2017年および2016年3月31日終了事業年度 
 

 円  米ドル 
 2017  2016  2017  

1株当たり情報 
 基本的1株当たり当期純利益（注記 13 および 20）  ¥  146.18 ¥  177.30  $  1.31 
 希薄化後基本1株当たり当期純利益 145.53 176.17  1.30 
 年間配当金  64.00  64.00   0.57 
 
 
「連結財務諸表に対する注記」参照 
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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結包括利益計算書 
2017年および2016年3月31日終了事業年度  
 

 百万円 

   
千米ドル

（注記1）
 2017  2016  2017  

 
当期純利益  ¥   7,039 ¥   8,259 $ 62,851 
その他の包括利益（注記 19）      
 その他有価証券評価差額金  1,860  (1,043)  16,609 
 為替換算調整勘定  (1,369)  (1,127)  (12,223) 
 退職給付に係る調整累計額  114  (1,844)  1,022 
 持分法適用会社に対する持分相当額  (56)  (55) (500) 
  その他の包括利益合計   549  (4,071)  4,908 
包括利益（注記 19）  ¥   7,589 ¥    4,188 $    67,759 

  （内訳）（注記 19）      
 親会社株主に係る包括利益 ¥   7,028 ¥    3,838 $    62,750 
 非支配株主に係る包括利益  560  349  5,008 
 
 
「連結財務諸表に対する注記」参照 
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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結株主資本等変動計算書 
2017年および2016年3月31日終了事業年度  
 
 千株 百万円 

        
その他の包括利益累計額（損失） 

  
 

 
 

   

 発行済株式数 資本金  
資本剰余

金  
利益剰余

金 
自己株式

 
その他有価証券評

価差額金 
為替換算調

整勘定 
退職給付に係る

調整累計額 小計 
 

新株予約権 
  非支配株主

持分  純資産合計 
 
2015年4月1日残高  44,873  ¥ 14,640  ¥ 15,207  ¥  109,500 ¥ (3,183) ¥  3,877 ¥ 5,813 ¥ 1,590 ¥ 147,447 ¥ 191 ¥  4,360 ¥ 151,999 
 親会社株主に帰属する当期純利益 －  － －   7,716 － － － －  7,716 － －  7,716 
 剰余金の配当                
  前期末：32円 －  － －   (1,350) － － － －  (1,350) － －  (1,350) 
  第2四半期末：32円 －  － －   (1,384) － － － －  (1,384) － －  (1,384) 
 自己株式の取得  (1,750 ) － －  －  (6,269) － － －  (6,269) － －  (6,269) 
 自己株式の処分 45  － －  (0) 89 － － － 88 － － 88 
 自己株式の消却 －  － －  (4,123) 4,123 － － － － － － － 
 株主資本以外の項目の当期変動額 －  － －  － －  (1,043) (990) (1,844)  (3,877) 118  229  (3,530) 
前期末残高  43,169  14,640   15,207    110,359 (5,239)  2,834  4,823  (253) 142,371  309  4,589  147,270 
 親会社株主に帰属する当期純利益 －  － －   6,343 － － － － 6,343 － －  6,343 
 剰余金の配当                
  前期末：32円 －  － －   (1,384) － － － －  (1,384) － －  (1,384) 
  第2四半期末：32円 －  － －   (1,391) － － － －  (1,391) － －  (1,391) 
 自己株式の取得  (0 ) － －  －  (2) － － －  (2) － －  (2) 
 自己株式の処分 435  － －  (218) 1,156 － － － 937 － － 937 
 自己株式の消却 －  － －  － － － － － －  (174) －  (174) 

 株主資本以外の項目の当期変動額 －  － －  － － 1,860 (1,290) 114 684 86  560 1,332 
当期末残高 43,603  ¥ 14,640  ¥ 15,207  ¥  113,708 ¥ (4,086) ¥  4,694 ¥ 3,533 ¥ (139) ¥ 147,559 ¥ 221 ¥  5,150 ¥ 152,931 
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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結株主資本等変動計算書 
2017年および2016年3月31日終了事業年度  
 
      千米ドル（注記1） 

        
その他の包括利益累計額（損失） 

   
 

 
 

   

 
資本金  

  
資本剰余

金   
利益剰余

金   
自己株式

 
その他有価証券評

価差額金 
為替換算調整

勘定  
退職給付に係る

調整累計額  小計 
 

新株予約権 
  非支配株主持

分  
純資産合

計 
 
前期末残高 $ 130,718  $ 135,784  $ 985,350  $ (46,784) $ 25,304 $ 43,069 $  (2,267) $ 1,271,176 $  2,761 $ 40,978 $ 1,314,916 
 親会社株主に帰属する当期純利益 － －  56,637  － － － －  56,637 － －  56,637 
 剰余金の配当               
  前期末：0.28米ドル － －  (12,358 ) － － － －  (12,358) － －  (12,358) 
  第2四半期末：0.28米ドル － －  (12,421 ) － － － －  (12,421) － －  (12,421) 
 自己株式の取得 － － －  (24) － － －  (24) － －  (24) 
 自己株式の処分 － － (1,952)  10,326 － － －  8,373 － －  8,373 
 自己株式の消却 － － － － － － － － (1,560) － (1,560) 
 株主資本以外の項目の当期変動額 － － － － 16,609  (11,518) 1,022 6,113 773 5,008  11,895 
当期末残高 $ 130,718  $ 135,784  $ 1,015,255 $ (36,482) $ 41,914 $ 31,550 $  (1,244) $ 1,317,496 $  1,974 $ 45,987 $ 1,365,458 
 
 
「連結財務諸表に対する注記」参照 
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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結キャッシュ・フロー計算書 
2017年および2016年3月31日終了事業年度  
 

 百万円  

  
千米ドル  
（注記1） 

 2017  2016  2017  
営業活動によるキャッシュ・フロー       
 税金等調整前当期純利益 ¥ 9,220  ¥ 11,777 $ 82,325 
 調整：       
  法人税等の支払額又は還付額（支払）  (2,567 )  (4,157)  (22,921) 
  減価償却費  6,118 5,631  54,630 
  貸倒引当金の増減額（減少）  180  (18)  1,608 
  為替差損益（益） 576 934 5,148 
  持分法による投資損益（益） (126) (219) (1,129) 
  投資有価証券売却損益（益） (265) (50) (2,373) 
  減損損失 678 752 6,054 
  デリバティブ評価損益 (益) 439 (270) 3,927 
  退職給付に係る資産の増減額（増加） (248) (686) (2,222) 
  退職給付に係る負債の増減額（減少） (31) 16 (281) 
  売上債権の増減額 (増加)  (2,124) 1,200  (18,971) 
  たな卸資産の増減額（増加）   (915 )  (1,755)  (8,178) 
  仕入債務の増減額（減少）  1,836   (1,522)  16,395 
  前受金の増減額（減少）  327   (5)  2,924 
  未収消費税等の増減額（増加）  (246 )  (86)  (2,203) 
  その他  (373 )  361  (3,336) 
    営業活動によるキャッシュ ・ フロー  12,476   11,902   111,398 
       
投資活動によるキャッシュ・フロー       
 定期預金の純増減額（増加）  (445 )  (12 )  (3,974) 
 有形固定資産の取得による支出  (9,008 )  (5,335)  (80,433) 
 長期預金の預入による支出  (14,000 )  (14,000)  (125,000) 
 長期預金の払戻による収入 12,000 15,000 107,142 
 投資有価証券の取得による支出 (1,499) (345) (13,391) 
 投資有価証券の売却による収入 392 83 3,505 
 貸付金の回収による収入 0 373 8 
 貸付けによる支出 (565)  (2) (5,052) 
 その他 (276) (146)  (2,469) 
    投資活動によるキャッシュ ・ フロー  (13,402 )  (4,385)  (119,663) 
       
財務活動によるキャッシュ・フロー       
 短期借入金の返済による支出 － (143) － 
 長期借入金の返済による支出 (374) (122) (3,345) 
 配当金の支払額  (2,769)  (2,729)  (24,730) 
 非支配株主への配当金の支払額 －  (120) － 
 自己株式の売却による収入  823   152  7,350 
 自己株式の取得による支出  (2 )  (6,304)  (24) 
 その他  0   (1)  (1) 
    財務活動によるキャッシュ ・ フロー  (2,324 )  (9,268)  (20,752) 
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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結キャッシュ・フロー計算書 
2017年および2016年3月31日終了事業年度  
 

 百万円  

  
千米ドル  
（注記1） 

 2017  2016  2017  
 
現金及び現金同等物に係る換算差額  (358 )  (298 ) (3,201) 
現金及び現金同等物の増減額（減少）  (3,608 )  (2,049 ) (32,217) 
現金及び現金同等物の期首残高  39,516   41,565   352,821 
現金及び現金同等物の期末残高（注記 4） ¥ 35,907  ¥ 39,516  $ 320,604 
       
 
 
「連結財務諸表に対する注記」参照 
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東京応化工業株式会社および連結子会社 
 
連結財務諸表に対する注記 
2017年および2016年3月31日終了事業年度 
 
 

1. 連結財務諸表作成の基本方針 
 
添付の連結財務諸表は、日本の金融商品取引法およびその関連会計諸規則ならびに日本で一般に公正

妥当と認められている会計原則に準拠して作成されております。これらは、国際財務報告基準の開示

要求と異なる点があります。 
 
これらの連結財務諸表の作成にあたり、海外の読者の理解に資するため、国内で公表した連結財務諸

表に対して若干の再分類および組替を行っております。さらに、2016年3月期の連結財務諸表につい

ては、2017年3月期の表示方法に合わせるために、一部の再分類および組替を行っております。 
 
連結財務諸表は、東京応化工業株式会社（以下、「当社」という。）が所在し、事業を営んでいる国の

通貨である日本円で表示されております。日本円金額から米ドル金額への換算は、海外の読者の便宜

を図る目的でのみなされております。換算レートは2017年3月31日におけるおおよその為替レートで

ある1ドル＝112円を適用しております。これらの米ドル表示額は、円貨金額が実際にこの換算レート

ないしその他の換算レートで換金され得ることを意味するものではありません。 
 
百万円未満の金額は、四捨五入して表示しております。その結果、連結財務諸表上表示される合計金

額は、必ずしも個別の金額を合計した結果と一致しておりません。 
 

 
2. 重要な会計方針の概要 

 
a.   連結—連結財務諸表には、当社および連結子会社8社（以下、「当社グループ」という。）を含ん

でおります。 
 
支配力基準および影響力基準に基づいて、当社が直接又は間接に事業活動に支配力を行使でき

る会社についてはすべて連結しており、また、当社グループが重要な影響力を行使できる会社

については持分法を適用しております。 
 
関連会社1社について、持分法を適用しております。非連結子会社1社および関連会社1社につい

ては、連結財務諸表にとって重要な影響がないため持分法を適用せず原価法により評価してお

ります。 
 
連結会社間のすべての重要な残高および取引は連結時に消去しております。当社グループ内の

取引によって生じたすべての重要な未実現利益は消去しております。 
 
b. 現金及び現金同等物— 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。  
 
c. 貸倒引当金— 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 
 
d. たな卸資産— 商品、原材料、仕掛品および貯蔵品は、先入先出法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。製品は、総平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。ただし、一部（プロセス機器）の原材料、仕掛品および製品については個別法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており

ます。 

10



 

 

e. 有価証券— 有価証券は、経営者の保有目的に応じて以下のように分類・評価されます。（i） 償
還期限まで所有するという積極的な意思と能力に基づき満期まで保有することが期待される債

券である満期保有目的の債券は、原価法によっております。（ii） （i）を除くその他有価証券

は、公正価値で評価され、未実現損益は税効果適用後の金額でその他の包括利益累計額に区分

表示されます。 
 
その他の有価証券に分類された市場性のない有価証券は、移動平均法による原価法により評価

されます。 
 
投資有価証券は、時価が一時的ではない下落を示した場合、損失として計上することにより実

質価額まで減損しております。 
 
f. 有形固定資産— 有形固定資産は、取得原価により評価されます。当社および国内の連結子会社

の保有する有形固定資産で、リース資産を除く有形固定資産の減価償却費は、定額法で計算さ

れています。主な耐用年数は、建物及び構築物が10年から50年、機械装置及び運搬具ならびに

工具、器具及び備品が3年から8年であります。 
 
g. 長期性資産— 当社グループは、資産または資産グループの帳簿価額が回復し得ないことを示す

事象あるいは状況の変化が生じた場合、その固定資産の減損の有無を検討します。減損損失

は、当該資産または資産グループの帳簿価額が、その資産または資産グループの継続的な使用

と最終的な処分結果として見積もられる割引前将来キャッシュ・フローを上回っている場合に

認識されます。減損損失は、資産の帳簿価額がその当該資産の回収可能価額、すなわち、当該

資産の継続的な使用と最終的な処分からの割引将来キャッシュ・フローと当該資産の正味売却

価額のいずれか高い方の金額を超える額として測定されております。 
 
h. 無形固定資産— 無形固定資産は、取得原価から主に5年定額法で算定した減価償却累計額を控除

した金額で評価されます。 
 
i. 退職給付 

従業員退職給付（執行役員を含む。）— 当社および一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充

てるため、主として積立型の確定給付制度および退職一時金制度を設けております。 
 
当社は、主として2017年3月期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 
 
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を発生した連結会計年度から費用処理しております。数理計算

上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 
 
当社および一部の連結子会社は、2008年6月26日開催の定時株主総会終結の時をもって執行役員

退職金制度を廃止し、同日までの在任期間に対応する退職金相当額を退任の時に支給すること

としているため、その要支給額を計上しております。 
 
役員退職慰労引当金—役員退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職金の取扱いに関する規程

（内規）」に基づく期末要支給額を計上しております。 
 
当社および一部の連結子会社は、2008年6月26日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職

慰労金制度を廃止し、同制度廃止に伴う打切り支給対象者であります取締役に対して同総会終

結の時までの在任期間に対応する退職慰労金相当額を退任の時に支給することとしているた

め、その要支給額を計上しております。 
 
j. 資産除去債務— 当社グループは、国内の事業所に建設した建物について、関連する法令等に基

づき資産除去債務を計上しております。資産除去債務の金額は、使用見込期間を取得から8年か

ら50年と見積り、割引率は0.4％から2.3％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。  
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k. 研究開発費— 研究開発費は、発生時に費用処理しております。 
 
l. リース — 2008年4月1日以降締結されたリース契約のうち、所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係る資産及び負債は、リース資産及びリース債務として連結貸借対照表に計上されてお

ります。また、2008年4月1日より前に存在していたリース契約については、引き続き賃貸借取

引に準じた会計処理を行っております。 
 
その他のリース取引については、賃貸借取引に準じた会計処理を行っております。 

 
m. 役員賞与引当金— 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 
  

n. 法人税等— 法人税等は、連結損益計算書上の税金等調整前当期純利益に基づいて計算されてお

ります。帳簿価額と税務上の資産および負債の金額との一時差異が、将来の税金に与える影響

については、資産負債法を用いて繰延税金資産および繰延税金負債を認識しております。繰延

税金は、現在制定されている税法を一時差異に適用し算定しております。 
 
o. 外貨建取引— 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額の

うち、先渡契約によりヘッジを行っていないものについては損益として処理しております。 
 
p. 外貨建財務諸表— 在外連結子会社の資産および負債は決算日の直物為替相場により、収益およ

び費用は期中平均為替相場により、円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為替換算

調整勘定」および「非支配株主持分」に含めております。  
 
q. デリバティブ及びヘッジ取引— 当社グループは、為替の変動リスクに備えるためにデリバティ

ブ金融商品を使用しております。為替予約取引は為替変動リスクをヘッジする目的で使用して

おります。当社グループはトレーディングおよび投機目的でデリバティブ取引を行っておりま

せん。 
 
為替変動リスクをヘッジする目的で為替予約取引を利用している外貨建金銭債権債務は、ヘッ

ジ会計の適用要件を満たしている為替予約について、予約日の為替レートで換算されておりま

す。 
 
r. 1株当たり情報— 1株当たり当期純利益は、普通株主に帰属する当期純利益を、各年度における

普通株式の期中平均発行済株式数で除して算定しております。 
 
潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、新株予約権が行使され、普通株式に転換された場合に

生じ得る潜在的希薄化を反映しております。期首時点においてすべてが転換されたと仮定した

株式数を潜在株式調整後1株当たり当期純利益算定上の株式数として考慮しております。 
 
連結損益計算書に記載されている1株当たり配当金は、期末日後に支払われる配当金を含んでお

ります。 
 
 

3. 追加情報 
繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 2016年3月28
日）を当連結会計年度から適用しております。 
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4. 現金及び現金同等物 
 
2017年および2016年3月31日現在の連結貸借対照表上の現金及び預金と連結キャッシュ・フロー計算書

上の現金及び現金同等物との調整は以下のとおりであります。 
 百万円  千米ドル 
 2017 2016  2017 
  
現金及び預金 ¥ 33,907 ¥ 37,516  $ 302,746
有価証券 2,000 2,000  17,857
現金及び現金同等物 ¥ 35,907 ¥ 39,516  $ 320,604

 
 

5. 投資有価証券 
 
2017年および2016年3月31日現在の投資有価証券は以下のとおりであります。 

 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
流動資産:       
 譲渡性預金 ¥ 2,000  ¥ 2,000  $ 17,857 
       
合計 ¥ 2,000  ¥ 2,000  $ 17,857 

 
固定資産:       
 株式 ¥13,326  ¥ 9,390  $118,983 
       
合計 ¥13,326  ¥ 9,390  $118,983 

 
  

2017年および2016年3月31日現在の投資有価証券の取得原価及び時価は以下のとおりであります。 
  百万円 
2017年3月31日現在  取得原価  未実現利益  未実現損失  時価

 
区分:         
 満期保有目的の債券 ¥  2,000 ¥   － ¥ － ¥  2,000 
 その他有価証券 ¥  6,791 ¥ 6,534 ¥ －  ¥  13,326 

 
  百万円 
2016年3月31日現在  取得原価  未実現利益  未実現損失  時価

 
区分:         
 満期保有目的の債券 ¥  2,000 ¥   －  ¥ －  ¥  2,000  
 その他有価証券 ¥  5,418 ¥  3,972  ¥ －  ¥  9,390  

 
  千米ドル 
2017年3月31日現在  取得原価  未実現利益  未実現損失  時価

 
区分:         
 満期保有目的の債券 $  17,857 $ － $ －  $ 17,857 
 その他有価証券 $  60,639 $ 58,343 $ －  $ 118,983 

 
 時価を把握することが極めて困難と認められる株式については、上表の「その他有価証券」に含めて

おりません。 
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2017年および2016年3月31日期に売却したその他有価証券は以下のとおりであります。 
 百万円  千米ドル  
 2017 2016    2017  

 
売却額  ¥  392 ¥  83 $  3,505 
売却益の合計額 265   50 2,373 
売却損の合計額 － － － 

 
 
6. たな卸資産 

 
2017年および2016年3月31日現在のたな卸資産は以下のとおりであります。 

 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
商品及び製品 ¥  5,862 ¥  5,515  $ 52,340 
仕掛品  3,299  3,041   29,457 
原材料及び貯蔵品  4,451  4,442   39,748 
       
合計 ¥ 13,613 ¥ 12,999  $ 121,546 

 
 

7. 長期性資産 
 
当社グループは、2017年および2016年3月31日時点において減損の要否を検討し、以下の資産について

減損損失をそれぞれ678百万円（6,054千米ドル）および752百万円計上しております。これらの資産の

帳簿価額は、回収可能価額まで切下げて表示しております。  
 

2017年3月31日終了連結会計年度  

用途 種類 場所 
金額 

百万円 千米ドル 
装置事業の

事業用資産

等 

機械装置及び運搬具、工

具、器具及び備品、建設

仮勘定 
神奈川県 ¥607 $5,428 

遊休資産 建設仮勘定 福島県    23       213 
遊休資産 建物及び構築物 熊本県      0           3 

製造設備 
機械装置及び運搬具、工

具、器具及び備品 
米国      45      409 

合計 ¥678 $6,054 

 
2016年3月31日終了連結会計年度  

用途 種類 場所 
金額 
百万円 

装置事業の

事業用資産

等 

機械装置及び運搬具、工

具、器具及び備品、無形

固定資産 
神奈川県 ¥699 

遊休資産 建物及び構築物 福島県    48 

製造設備 機械装置及び運搬具 米国     4 

合計 ¥752 

 
 当社グループは収支の把握を行っている管理会計上の事業区分にて試算のグルーピングを行っており

ます。ただし、遊休資産については個々の物件ごとにグルーピングを行っております。 
 
土地・建物の回収可能価額は、売却見込価額より算定しております。土地・建物以外の資産について
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は処分可能性を考慮し、実質的な価値がないと判断したため備忘価額をもって評価しております。 
 
 

8. 短期借入金及び長期借入金 
 
2017年および2016年3月31日現在のその他流動負債に含まれる短期借入金は以下のとおりであります。 

 
 百万円  千米ドル  
 2017   2016  2017  

 
2017年満期1.8%無担保銀行借入金および 
2016年満期1.4%無担保銀行借入金 ¥ 135

 

¥ 397 

 

 $ 1,208 
        
合計 ¥ 135  ¥ 397   $ 1,208 

 
 2017年および2016年3月31日現在の長期借入金は以下のとおりであります。 

 百万円  千米ドル 
 2017  2016   2017

 
2016～2017年満期1.8%無担保銀行借入金 －  ¥ 137    － 
         
合計 －  ¥ 137    － 
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9. 退職給付 
 

当社および一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、主として積立型の確定給付制度

および退職一時金制度を設けております。 
 
確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金または年金を支給します。 
退職一時金制度では、退職給付として、勤務期間等に基づいた一時金を支給します。 
退職給付制度の詳細は以下のとおりであります。 

 
1. 確定給付制度 
（1） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 百万円  千米ドル 
 2017 2016  2017 
  
退職給付債務の期首残高 ¥ 16,012 ¥ 13,891  $ 142,972

勤務費用 653 547  5,838
利息費用 88 193  787
数理計算上の差異の当期発生額 (212) 1,825  (1,897)
退職給付の支払額 (426) (445)  (3,805)

退職給付債務の期末残高 ¥ 16,116 ¥ 16,012  $ 143,895
（注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

 
（2） 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

 百万円 千米ドル 
 2017 2016 2017 
  
年金資産の期首残高 ¥ 11,599 ¥ 11,575 $ 103,565

期待運用収益 405 463 3,624
数理計算上の差異の当期発生額 (147) (709 ) (1,312)
事業主からの拠出額 666 652  5,947
退職給付の支払額 (364) (382 ) (3,254)

年金資産の期末残高 ¥ 12,160 ¥ 11,599  $ 108,571
 

（3） 退職給付信託の期首残高と期末残高の調整表 
 百万円 千米ドル 
 2017 2016 2017 
  
退職給付信託の期首残高 ¥ 5,209 ¥ 5,145  $ 46,513

期待運用収益 26 25 232
数理計算上の差異の当期発生額 (39) 37 (353)

退職給付信託の期末残高 ¥ 5,195 ¥ 5,209 $ 46,392
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（4） 退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債およ

び退職給付に係る資産の調整表 
 百万円  千米ドル 
 2017 2016  2017 
  
積立型制度の退職給付債務 ¥ 15,975 ¥ 15,900  $ 142,640
年金資産 (12,160) (11,599)  (108,571)
退職給付信託 (5,195) (5,209)  (46,392)
 (1,380) (908)  (12,323)
非積立型の退職給付債務 140 112  1,254
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 (1,239) (795)  (11,068)
   
退職給付に係る負債 223 150  1,992
退職給付に係る資産 (1,462) (946)  (13,061)
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 ¥ (1,239) ¥ (795)  $ (11,068)

 
（5） 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 百万円  千米ドル 
 2017 2016  2017 
  
勤務費用 ¥ 653 ¥ 547  $ 5,838
利息費用 88 193  787
期待運用収益 (432) (488)  (3,857)
数理計算上の差異の当期費用処理額  394 49  3,526
過去勤務費用の当期費用処理額 (256) (256)  (2,289)
確定給付制度に係る退職給付費用 ¥ 448 ¥ 46  $ 4,005
（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しております。 

 
（6） 退職給付に係る調整額 

 百万円  千米ドル 
 2017 2016  2017 
  
過去勤務費用 ¥ (256) ¥ (256)  $ (2,289)
数理計算上の差異 420 (2,447)  3,758
合計 ¥ 164 ¥ (2,703)  $ 1,468

 
（7） 退職給付に係る調整累計額 

 百万円  千米ドル 
 2017 2016  2017 
  
未認識過去勤務費用 ¥ 1,730 ¥ 1,987  $ 15,452
未認識数理計算上の差異 (1,930) (2,351)  (17,240)
合計 ¥ (200) ¥ (364)  $ (1,788)
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（8）年金資産および退職給付信託に関する事項 
（a） 年金資産の主な内訳 
 2017 2016  
   
債券 47% 47 %  
株式 32% 26 %  

その他 21% 27 %  

合計 100% 100 %  
 

（b） 退職給付信託の主な内訳 
 2017 2016  
   
債券 99% 98 %  
その他 1% 2 %  

合計 100% 100 %  
 

（c） 長期期待運用収益率 
年金資産および退職給付信託の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金

資産および退職給付信託の配分と、年金資産および退職給付信託を構成する多様な資産からの現

在および将来期待される長期の収益率を考慮しております。 
 

（9）数理計算上の計算基礎に関する事項 
 2017 2016  
  
割引率 主として0.53% 主として0.53%  
長期期待運用収益率    

確定給付企業年金制度 3.50% 4.00%  
退職給付信託 0.50% 0.50%  

 
2. 確定拠出制度 

当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額 
 百万円  千米ドル 
 2017 2016  2017 
  
 ¥ 161 ¥ 161  $ 1,445

 
3. その他の退職給付に関する事項 
積立型の確定給付制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う確定拠出年金制度への資産移換額は

410百万円（3,669千米ドル）であり、4年間で移換する予定です。なお、2017年3月期末時点の未移換額

99百万円（888千米ドル）は、未払金、長期未払金（固定負債の「その他」）に計上しております。  
 

 
10. 従業員持株ESOP信託 

 
当社は、2012年1月11日開催の取締役会決議により、当社の今後の成長を支える従業員の福利厚生制度

を拡充するとともに、株価上昇へのインセンティブを付与することにより従業員の勤労意欲・経営参画

意識を高め、当社の中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として、従業員向けインセンティブ・

プラン「従業員持株ESOP信託」（以下、「本プラン」といいます。）を導入いたしました。 
 
（1） 取引の概要 
本プランでは、当社が「東京応化社員持株会」（以下、「当社持株会」といいます。）に加入する従業員

のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託（以下、「本信託」といいます。）を設定し、本信託

は５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後、当社株

式を毎月一定日に当社持株会に売却します。 
当社株式の取得・処分については、当社と本信託は一体であるとする会計処理をしております。 
従って、本信託が所有する当社株式を含む資産および負債ならびに損益については連結貸借対照表、連

結損益計算書および連結株主資本等変動計算書に含めて計上しております。 
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なお、本プランは、本プランの導入時に定めた信託期間の満了日である2017年3月20日をもって終了い

たしました。 
 
（2） 信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理 
「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 
2015年3月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。 
 
（3） 信託が保有する自社の株式に関する事項 
2017年および2016年3月31日現在の信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、それぞれ69百
万円（620千米ドル）および163百万円で、株主資本において自己株式として計上しております。また、

2017年および2016年3月期末時点における当該株式数は、それぞれ35千株および84千株であります。 
 
 

11. 資産除去債務 
 
2017年および2016年3月31日終了連結会計年度における資産除去債務の増減は以下のとおりでありま

す。 
 

 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
資産除去債務の期首残高 ¥ 88 ¥ 87  $ 792 
時の経過による調整額  1  1   9 
その他  (1)  －   (16) 

       
資産除去債務の期末残高 ¥ 88 ¥ 88  $ 785 

 
 

12. 純資産の部 
 
日本国内の会社は、会社法の規制を受けております。財務及び会計に重要な影響を与える会社法の規

定の要約は以下のとおりであります。 
 

a. 配当 
会社法によって、企業は株主総会の決議に基づく期末の配当に加えて連結会計年度中に任意に配

当を行うことができます。また（1）取締役会があり、（2）会計監査人を定め、（3）監査役会があ

り、（4）取締役の任期を2年ではなく1年とする旨を定款に規定している、以上の4要件を満たす会

社では、定款に定めることにより取締役会の決議にて配当（現物配当を除く）をすることができ

ます。当社は上記のすべての基準を満たしております。 
 
会社法は、企業に特定の制限および必要条件を前提として株主に現物配当（現金以外の資産）を

することを認めております。 
 
定款の定めによって、取締役会の決議に基づき一年に一度中間配当を実施することもできます。

会社法においては、配当可能額や自己株式の取得につき一定の制限を設けております。この制限

が分配可能額と定義されます。配当の後の純資産の額は3百万円以上を維持する必要があります。 
 
b. 資本金、積立金、剰余金の増加、減少及び振替 

会社法は、剰余金の配当をする場合には、資本準備金と配当を実行する日における利益準備金の

総額が資本金の25%と等しくなるまでは、配当の10%と同等額を資本準備金（資本剰余金の構成要

素）または利益準備金（利益剰余金の構成要素）として計上しなければならないことを規定して

おります。会社法では、資本準備金と利益準備金の合計額に上限はありません。また、会社法

は、株主総会の決議に基づき、資本金、利益準備金、資本準備金、その他の資本剰余金、その他

の利益剰余金の振替が可能となることも規定しております。 
 
c. 自己株式と自己新株予約権 

会社法は、取締役会の決議により、自己株式の買取と処分が可能である旨規定しております。購
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入された自己株式の金額は、特定の公式で計算された配当可能限度額を超過することはできませ

ん。 
 
会社法に基づき、新株予約権は純資産の部の独立項目として開示されます。 
 
会社法は、企業が自己株式および自己新株予約権を取得することができることも規定しておりま

す。自己新株予約権は、純資産の部の独立項目として、または新株予約権から直接控除して開示

されます。 
 
添付の連結財務諸表には、2017年6月28日付定時株主総会において承認された2017年3月31日を配当基

準日とする中間配当金額1,396百万円（12,467千米ドル）、1株当たり32円（0.28米ドル）に係る見積を含

んでおりません。 
 
 

13. ストック・オプション 
 

 （1） ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 
 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
売上原価の株式報酬費 ¥ 15 ¥ 24  $ 136 
販売費及び一般管理費の株式報酬費 71  97   637 

 
 （2） ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  
(a) ストック・オプションの内容 

2017年3月31日現在のストック・オプション制度の内容は以下のとおりであります。 

ストック・オプ
ション 

2016年ストック・
オプション 

2015年ストック・
オプション 

2014年ストック・
オプション 

2013年ストック・
オプション 

付与対象者の区
分及び人数 

当社取締役（代表
取締役）       1名 
当社取締役               
5名 

当社執行役員           
6名 

当社取締役（代表
取締役）       1名 
当社取締役                 
5名 

当社執行役員             
8名 

当社取締役（代表
取締役）       1名 
当社取締役                  
5名 

当社執行役員              
7名 

当社取締役（代表
取締役）       2名 
当社取締役                 
4名 
当社執行役員             
7名 
当社従業員                 
200名

新株予約権の目
的となる株式の
種類と数 

普通株式 29,300株 普通株式 21,900株 普通株式 31,500株 普通株式 484,000株

付与日 2016年8月4日 2015年8月4日 2014年8月5日 2013年1月10日 

対象勤務期間 特に定めはありま
せん。 

特に定めはありま
せん。 

特に定めはありま
せん。 

自2013年1月10日 

至2016年5月31日 

権利行使期間 自2016年8月5日 

至2046年8月4日 

自2015年8月5日 

至2045年8月4日 

自2014年8月6日 

至2044年8月5日 

自2016年6月1日 

至2019年5月31日 
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(b) ストック・オプションの規模及びその変動状況 
2017年3月期において存在したストック・オプションを対象としております。 
  株式数 
 2016 2015 2014 2013 
権利確定前     

2016年3月31日現在  － － － 474,500 
  付与 29,300 － － － 
  失効 － － － － 
  権利確定 29,300 － － 474,500 
2017年3月31日現在

の未確定残 － －
 

－ 
 

－ 

権利確定後   
2016年3月31日現在 － 21,900 29,500 － 
   権利確定 29,300 － － 474,500 

   権利行使 － 2,400 3,700 380,500 
   失効 － － － － 
2017年3月31日現在の

未確定残 29,300 19,500
 

25,800 
 

94,000 

 円 
権利行使価格 ¥ 1 ¥ 1 ¥ 1 ¥ 1,759 
行使時平均株価 ¥ － ¥ 2,749 ¥ 2,749 ¥ 2,749 
付与日における 
公正な評価単価 ¥ 2,757 ¥ 3,192 ¥ 

 
2,292 ¥

 
417 

 米ドル 
権利行使価格 $ 0.01 $ 0.01 $ 0.01 $ 15.71
行使時平均株価 $ － $ 24.54 $ 24.54 $ 24.54
付与日における 
公正な評価単価 $ 24.62 $ 28.50 $ 20.46 $ 3.72
 

（3） ストック・オプションの公正な評価単価の見積り方法 
ブラック・ショールズ式により算定された公正な評価単価は以下のとおりであります。 

 2016 
 
株価変動性 30.854%
予想残存期間 5.8年 
予想配当 ¥ 64 ($ 0.57) 
無リスク利子率 0.183%

 
（4） ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方

法を採用しております。 
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14. 法人税等 
 
当社および国内連結子会社に係る法人税、住民税及び事業税は利益に基づき算出され、2017年3月期に

おける法定実効税率は30.6%、2016年3月期における法定実効税率は32.8%となっております。在外子会

社は、所在地の税法に従っております。 
 
2017年3月31日および2016年3月31日現在の繰延税金資産および負債の発生の原因となった主な一時差

異及び繰越欠損金の税効果は以下のとおりであります。 
 

 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
流動資産:       
 繰延税金資産:       
  賞与引当金 ¥ 504 ¥ 518  $ 4,507 
  製品未実現利益  468 569   4,179 
  たな卸資産評価損 172 95   1,541 
  その他 342 369   3,053 
  評価性引当額 (5) (5 )  (47) 
    合計 1,482 1,548   13,233 
 繰延税金負債—その他 (82) (69 )  (733) 
    合計 (82) (69 )  (733) 
       
繰延税金資産の純額 ¥ 1,400 ¥ 1,497  $ 12,500 

 
       
固定資産:       
 繰延税金資産:       
  退職給付に係る負債および資産 1,366 1,371  12,205 
  繰越欠損金  140 122   1,255 
  投資有価証券評価損 343 322   3,070 
  助成金収入  － 39   － 
  貸倒引当金  66 73   595 
  減損損失  702 596   6,270 
  その他 1,003 1,223   8,955 
  評価性引当額 (798) (729 )  (7,125) 
    合計 2,825 3,020   25,228 
 繰延税金負債:       
  圧縮記帳積立金 (243) (257 )  (2,170) 
  その他有価証券評価差額金 (1,840) (1,138 )  (16,429) 
  子会社留保利益金  (1,032)  (1,435 )  (9,217) 
  加速償却  (264)  (270 )  (2,361) 
  その他  (503) (762 )  (4,492) 
    合計 (3,883) (3,864 )  (34,670) 
       
繰延税金資産(負債)の純額 ¥(1,057 ) ¥ (844 ) $ (9,442) 
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（注）繰延税金資産（負債）の純額は以下のとおりであります。 
 

 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
流動資産：繰延税金資産 ¥ 1,421 ¥ 1,497  $ 12,692 
 固定資産：繰延税金資産 457 1,293  4,085 
流動負債：繰延税金負債   (21)  (18 ) (191) 
固定負債：繰延税金負債 ¥ (1,515) ¥ (2,137 ) $ (13,527) 

 
 2017年および2016年3月31日終了連結会計年度の連結損益計算書に反映されている法人税等の負担率と

法定実効税率との間の調整は以下のとおりであります。 
 

 2017  2016  
 

法定実効税率  30.6%  32.8% 
調整:     
永久に益金に算入されない受取配当金 (3.5)  (4.0)  
在外連結子会社の税率差異 2.5  (0.2)  
在外連結子会社からの受取配当金 3.5  4.1  
試験研究費特別控除 (6.1)  (5.2)  
税制改正の影響 －  1.1  
その他 (3.3)  1.3  

     
税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.7% 29.9%

 2017年3月31日現在、当社および一部の子会社はそれぞれの将来の課税所得から控除可能な繰越欠損金

19百万円（177千米ドル）を計上しております。繰越欠損金の使用期限は以下のとおりであります。 
 

各年度の3月31日  百万円  千米ドル  
 

 2018年 ¥ 15 $ 136 
 2019年 4 40 
 2020年 － － 
 2021年 － － 
 2022年 － － 
 2023年以降   －   － 
      
 合計 ¥ 19  $ 177 

 
 

15. 研究開発費 
 
連結損益計算書に計上されている研究開発費の内訳は以下のとおりであります。 

 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
販売費及び一般管理費 ¥ 8,085 ¥ 6,900  $ 72,194 
売上原価  121  114   1,085 
       
合計 ¥ 8,207 ¥ 7,015  $ 73,279 
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16. リース 
 
当社グループは、一部の建物及び構築物、機械装置、コンピューター機器、ソフトウェア及びその他

の資産をリースしております。 
 
2017年および2016年3月31日終了連結会計年度のオペレーティング・リース取引のうち、解約不能のも

のに係る未経過リース料は以下のとおりであります。 
 

 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
1年内の支払額 ¥       89 ¥       229 $    797  
1年超の支払額 613 1,250  5,478  
       
合計 ¥     702  ¥     1,550 $  6,275  

 
 

17. 金融商品 
 
（1）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、運転資金については自己

資金で賄うことを原則としております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用

しており、投機的な取引は行わない方針であります。 
 
（2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、製品等の

輸出に伴う外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 
有価証券及び投資有価証券のうち、有価証券は短期間で決済される譲渡性預金であります。投資

有価証券は取引先企業との業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 
 
営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であります。その一部には外貨建ての

ものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 
 
デリバティブ取引は、外貨建ての金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約取引および通貨オプション取引等であります。なお、デリバティブ取引の

詳細については、連結財務諸表に対する注記「18．デリバティブ」をご参照下さい。 
 
（3）金融商品に係るリスク管理体制 

信用リスクの管理 
 
当社は、「取引先管理規程」に従い、営業債権について、債権管理部門が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。満期保有目的の債券は、格付の高い債券

のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。デリバティブ取引の利用にあたって

は、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。 
 
2017年3月31日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価

額により表されております。 
 
市場リスク（為替等の変動リスク）の管理 
 
当社は、外貨建ての金銭債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対し

て、主に先物為替予約取引及び通貨オプション取引等を利用してヘッジしております。 
 
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見

直しております。 
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 デリバティブ取引については、「財務リスク管理規程」に従い、取引の執行・管理を行っておりま

す。 
 
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。デリバティブの時価の詳細については「18．デリバティブ」をご参

照下さい。 
 

（a）金融商品の時価等に関する事項 
  百万円 

2017年3月31日現在  
連結貸借対

照表計上額  時価 未実現損益

 
現金及び預金 ¥ 33,907 ¥ 33,907  ¥ － 
定期預金  15,756  15,756  － 
受取手形及び売掛金  19,893  19,893  － 
有価証券及び投資有価証券:       
 満期保有目的の債券  2,000  2,000  － 
 その他有価証券  13,326  13,326  － 
長期預金  18,000  18,000  0 
       
合計 ¥102,883 ¥   102,884 ¥ 0 
       
支払手形及び買掛金 ¥ 9,607 ¥ 9,607  ¥ － 
短期借入金  135  135  － 
長期借入金  －  －  － 
      
合計 ¥ 9,742 ¥ 9,742  ¥ － 

デリバティブ取引 ¥ (207) ¥      (207)  ¥ － 
 

  百万円 

2016年3月31日現在  
連結貸借対

照表計上額  時価 未実現損益

 
現金及び預金 ¥ 37,516 ¥ 37,516  ¥ － 
定期預金  13,360  13,360  － 
受取手形及び売掛金  17,921  17,921  － 
有価証券及び投資有価証券:       
 満期保有目的の債券  2,000  2,000  － 
 その他有価証券  9,390  9,390  － 
長期預金  18,000  18,007   7 
       
合計 ¥ 98,188 ¥  98,195  ¥ 7 
       
支払手形及び買掛金 ¥ 7,787 ¥ 7,787  ¥ － 
短期借入金  397  397  － 
長期借入金  137  137  (0) 
      
合計 ¥ 8,322 ¥ 8,322  ¥ (0) 

デリバティブ取引 ¥ (209) ¥  (209 ) ¥ － 
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  千米ドル  

2017年3月31日現在  

連結貸借

対照表計

上額  時価  未実現損益  
 

現金及び預金 $ 302,746 $ 302,746  $ － 
定期預金  140,679  140,679  － 
受取手形及び売掛金  177,624  177,624  － 
有価証券及び投資有価証券:       
 満期保有目的の債券  17,857  17,857  － 
 その他有価証券  118,983  118,983  － 
長期預金  160,714  160,716  1 
       
合計 $ 918,605 $ 918,607  $ 1 
       
支払手形及び買掛金 $ 85,777 $ 85,777  $ － 
短期借入金 1,208 1,208 － 
長期借入金 － － － 
       
合計 $ 86,986 $ 86,986  $ － 

デリバティブ取引 $ (1,852) $ (1,852 ) $ － 
 

現金及び預金および定期預金 
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 
 
受取手形及び売掛金 
受取手形及び売掛金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。 
 
有価証券及び投資有価証券 
これらの時価については、譲渡性預金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。株式は取引所の価格によって

おります。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、連結財務諸表に対する

注記「5．投資有価証券」をご参照ください。 
 
長期預金 
長期預金の時価については、元利金の合計額を同様な新規預入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。 
 
支払手形及び買掛金 
支払手形及び買掛金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。 
 
短期借入金 
短期借入金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。 
 
 
長期借入金 
長期借入金の時価については、固定金利であるため、元利金の合計額を同様な新規借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 
 
デリバティブ取引 
連結財務諸表に対する注記「18．デリバティブ」をご参照ください。 
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（b）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 連結貸借対照表計上額 
 百万円 千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
非上場株式 ¥999  ¥1,087 $8,925  

 
 
（5）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
 

  百万円  
2017年3月31日現在  1年以内 1年超5年以内  5年超10年以内  

 
現金及び預金 ¥ 33,907  ¥ －  ¥ －  
定期預金  15,756  －  －  
受取手形及び売掛金  19,859  34  －  
有価証券及び投資有価証券:      

満期保有目的の債券      
譲渡性預金  2,000  －  －  

長期預金 －   18,000  －  
       
合計 ¥ 71,523  ¥ 18,000  ¥ －  

 
 

  百万円  
2016年3月31日現在  1年以内 1年超5年以内  5年超10年以内  

 
現金及び預金 ¥ 37,516  ¥ －  ¥ －  
定期預金  13,360  －  －  
受取手形及び売掛金  17,921  －  －  
有価証券及び投資有価証券:      

満期保有目的の債券      
譲渡性預金  2,000  －  －  

長期預金 －   18,000  －  
       
合計 ¥ 70,797  ¥ 18,000  ¥ －  

 
  千米ドル  
2017年3月31日現在  1年以内 1年超5年以内  5年超10以内  

 
現金及び預金 $ 302,746  $ － $              －  
定期預金  140,679  － －  
受取手形及び売掛金  177,316  308 －  
有価証券及び投資有価証券:     

保有目的の債券     
譲渡性預金  17,857  － －  

長期預金 －  160,714 －  
       
合計 $ 638,600  $ 161,022 $ －  
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18. デリバティブ 
当社グループは、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクをヘッジする目的で為替予約取引を利用して

おります。 
 
すべてのデリバティブ取引は、通常の営業活動から生じる為替変動リスクをヘッジするために利用さ

れております。そのため、これらのデリバティブから生じる市場リスクは、基本的にはヘッジ対象資

産又は負債の逆方向の価値変動により相殺されております。 
 
当社グループは、デリバティブ取引の相手先を大手国際金融機関に限定することにより、信用リスク

から損失が生じることはないと考えております。 
 
当社グループが利用しているデリバティブ取引は、信用限度額および承認について規制している社内

管理方針に基づいて実行されております。 
 
ヘッジ会計が適用されていないもの 
 

 百万円 
 2017 2016 

 契約額等 
うち1年

超 時価 評価損益 契約額等

うち1年
超  時価 評価損益

為替予約取引:  
売建:   
台湾ドル ¥ － ¥ － ¥ － ¥ － ¥ 455 ¥ － ¥ 13 ¥ 13
韓国ウォン 9,510  4,800 (207) (207) 4,800 3,000 (222) (222)

通貨オプション取引:  
売建:   
米ドル 33  － (0) (0) － － － －

買建:   
米ドル 33  － (0) (0) － － － －

合計 ¥ 9,578 ¥ 4,800 ¥ (207) ¥ (207) ¥ 5,255 ¥ 3,000 ¥ (209) ¥ (209)
 
 

 千米ドル 
 2017 

 契約額等 
うち1年

超 時価 評価損益

為替予約取引:    
売建:    
台湾ドル $ － $ － $ － $ －

韓国ウォン  84,918  42,857 (1,849) (1,849)
通貨オプション取引:    
売建:    
米ドル  300  － (2) (2)

買建:    
米ドル  300  － (0) (0)
合計 $ 85,519 $ 42,857 $ (1,852) $ (1,852)

* 時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
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ヘッジ会計が適用されているもの 
 
    百万円 

2017年3月31日現在  主なヘッジ対象  契約額等  
うち1年

超  時価

 
為替予約取引:         
 売建 米ドル 売掛金  ¥ 3,951  ¥ － *  
 売建 ユーロ 売掛金   205  － *  
 売建 台湾ドル 売掛金   1,176  － *  
 
    百万円 

2016年3月31日現在  主なヘッジ対象  契約額等  
うち1年

超  時価

 
為替予約取引:         
 売建 米ドル 売掛金  ¥ 3,946  ¥ － *  
 売建 ユーロ 売掛金   205  － *  
 売建 台湾ドル 売掛金   983  － *  
 
 
    千米ドル 

2017年3月31日現在  主なヘッジ対象  契約額等  
うち1年

超  時価

 
為替予約取引:         
 売建 米ドル 売掛金  $ 35,277  $ －  *  
 売建 ユーロ 売掛金  1,837  －  *  
 売建 台湾ドル 売掛金  10,507  －  *  
* 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金等と一体として処理されているた

め、その時価は当該売掛金等に含めて記載しております。 
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19. 包括利益 
 
2017年および2016年3月31日現在のその他の包括利益の組替調整額および税効果額は以下のとおりであ

ります。 
 

 百万円 千米ドル 
 2017  2016 2017 

 
その他有価証券評価差額金:  
当期発生額 ¥    2,827 ¥     (1,437 ) $    25,247

 組替調整額 (265) (50 ) (2,373)
 税効果調整前 2,561 (1,487 ) 22,874
 税効果額 (701) 444  (6,265)
 その他有価証券評価差額金 1,860 (1,043 ) 16,609
    
為替換算調整勘定:    
 当期発生額 (1,369) (1,127 ) (12,223)
 組替調整額 － －  －

為替換算調整勘定 (1,369) (1,127 ) (12,223)
    
退職給付に係る調整額:    
 当期発生額  25 (2,497 ) 231
 組替調整額 138 (206 ) 1,237
 税効果調整前 164 (2,703 ) 1,468
 税効果額 (50) 859  (446)

退職給付に係る調整額  114 (1,844 ) 1,022
    
持分法適用会社に対する持分相当額:      

当期発生額 (56) (55 ) (500)

その他の包括利益合計 ¥    549 ¥  (4,071 ) $    4,908
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20. 1株当たり情報 
 
2017年および2016年3月31日終了連結会計年度の1株当たり当期純利益は以下のとおりであります。 

 円  米ドル 
 2017  2016  2017  

 
1株当たり当期純利益 ¥  146.18 ¥  177.30 $  1.31 
潜在株式調整後1株当たり当期純利益  145.53  176.17   1.30 

 
1株当たり当期純利益および潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 
 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 ¥ 6,343 ¥ 7,716  $ 56,637 

 
 千株 
 2017  2016 

 
1株当たり当期純利益:   
期中平均株式数*  43,394  43,523

   
潜在株式調整後1株当たり当期純利益:   
普通株式増加数  192  276
（うち新株予約権）  (192)  (276) 
* 2017年および2016年3月31日終了連結会計年度の期中平均株式数の計算において、「従業員持株

ESOP信託口」が保有する当社株式を控除しております。 
 
 

21. セグメント情報 
 
2017年および2016年3月31日終了連結会計年度 
 
（1）報告セグメントの概要 

 
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行

う対象となっているものであります。当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成

されており、「材料事業」および「装置事業」の2つを報告セグメントとしております。「材料事

業」は、主としてエレクトロニクス機能材料、高純度化学薬品の製造・販売をいたしておりま

す。「装置事業」は、主として液晶パネル製造装置、半導体製造装置の製造・販売および保守を

いたしております。  
 
（2）報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

 
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表に対する注記「2．重要な会

計方針の概要」における記載と概ね同一であります。 
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（3）報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額に関する情報 
 

 百万円 
 2017 
 報告セグメント    

 材料事業 装置事業  計  調整額 
連結財務諸表

計上額 
 

売上高:           
 外部顧客に対する売上高 ¥ 86,558 ¥ 2,205 ¥ 88,764 ¥        －  ¥ 88,764 
 セグメント間の内部売上高 

又は振替高 0  46 46  (46 ) － 
           
計 ¥ 86,558 ¥ 2,252 ¥ 88,811 ¥ (46 ) ¥ 88,764 
           
セグメント利益（損失） ¥ 14,470 ¥ (750) ¥ 13,719 ¥ (3,764 ) ¥ 9,954 
セグメント資産 97,542  3,296  100,838  73,654   174,492 
その他の項目:           
 減価償却費  5,831 45  5,877 240  6,118 
 有形固定資産および 

無形固定資産の増加額  8,741  641  9,382  212   9,595 
（注） 調整額は、以下のとおりであります。 
 

・ セグメント利益の調整額（3,764）百万円（（33,609）千米ドル）には、各報告セグメント

に配分していない全社費用（3,764）百万円（（33,609）千米ドル）が含まれており、これ

は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
 
・ セグメント資産の調整額73,654百万円（657,627千米ドル）には、各報告セグメントに配

分していない運用資金（提出会社の現金及び預金、有価証券および長期預金）および長

期投資資金（長期保有目的株式）65,649百万円（586,152千米ドル）が含まれておりま

す。 
 
・ 有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額212百万円（1,898千米ドル）は、各

報告セグメントに帰属しない有形固定資産および無形固定資産であります。 
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 百万円 
 2016 
 報告セグメント    

 材料事業 装置事業  計  調整額 
連結財務諸表

計上額 
 

売上高:           
 外部顧客に対する売上高 ¥ 87,280 ¥ 2,689 ¥ 89,969 ¥        －  ¥ 89,969 
 セグメント間の内部売上高 

又は振替高 －  59  59  (59 ) － 
           
計 ¥ 87,280 ¥ 2,748 ¥ 90,028 ¥ (59 ) ¥ 89,969 
           
セグメント利益（損失） ¥ 16,203 ¥ (423) ¥ 15,780 ¥ (3,342 ) ¥ 12,438 
セグメント資産 90,734  3,738  94,472  72,827   167,300 
その他の項目:           
 減価償却費  5,220  169  5,389  241   5,631 
 有形固定資産および 

無形固定資産の増加額  5,652   235  5,888  242   6,130 
（注） 調整額は、以下のとおりであります。 
 

・ セグメント利益の調整額（3,342）百万円には、各報告セグメントに配分していない全社

費用（3,342）百万円が含まれており、これは主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。 
 
・ セグメント資産の調整額72,827百万円には、各報告セグメントに配分していない運用資

金（提出会社の現金及び預金、有価証券および長期預金）および長期投資資金（長期保

有目的株式）65,649百万円が含まれております。 
 
・ 有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額242百万円は、各報告セグメントに帰

属しない有形固定資産および無形固定資産であります。 
 
 

 千米ドル 
 2017 
 報告セグメント    

 材料事業 装置事業  計  調整額 
連結貸借対照

表計上額 
 

売上高:           
 外部顧客への売上高 $ 772,847 $ 19,693 $ 792,540  $          －  $ 792,540 
 セグメント間の内部売上高 

又は振替高 0  414  414   (414 ) － 
           
計 $ 772,848 $ 20,107 $ 792,955  $ (414 ) $ 792,540 
           
セグメント利益（損失） $ 129,196 $ (6,704) $ 122,492  $ (33,609 ) $ 88,883 
セグメント資産  870,910  29,429  900,340  657,627  1,557,967 
その他の項目:           
 減価償却費 52,068 410 52,478 2,151  54,630 
 有形固定資産および 

無形固定資産の増加額 78,046 5,727 83,774 1,898  85,672 
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関連情報 
 
2017年および2016年3月31日終了連結会計年度 
（1）地域ごとの情報 
 

（a）売上高 
 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017  

 
日本 ¥ 22,933 ¥ 20,712 $ 204,764 
台湾 34,331 32,509 306,531 
韓国 9,830 11,513 87,773 
米国 9,664 11,945 86,291 
その他 12,004 13,288 107,179 
合計 ¥ 88,764 ¥   89,969 $ 792,540 

（注） 売上高は、顧客の所在国又は所在地域に基づいて分類しております。 
 
 
 

（b）有形固定資産 
 百万円  千米ドル 
 2017  2016  2017 

 
日本 ¥ 27,685 ¥ 24,271 $ 247,189 
台湾 7,111 5,267 63,499 
韓国 11,997 15,277 107,118 
米国 2,770 2,972 24,732 
その他 101 124 907 
合計 ¥ 49,666 ¥   47,913 $ 443,447 

 
（2）主要な顧客ごとの情報 
2017年および2016年3月31日終了連結会計年度 

 売上高 
顧客の名称又は氏名 関連するセグメント 百万円  千米ドル

  2017  2016  2017  
 
Taiwan Semiconductor 
Manufacturing Company, Ltd. 材料事業 ¥  18,109 ¥  17,762 $  161,690 
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関連当事者情報 

 

2017年3月31日終了連結会計年度 

役員及び個人主要株主等  

 

     百万円 千米ドル

属性 氏名 

議決権等の

所有(被所

有)割合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 

期末 

残高 
取引金額

役員 阿久津郁夫
（所有） 

直接 
0.03 

当社代表取締役

取締役社長 

ストック 

オプション

の権利行使

（注） 

¥21 
(12千株)

－ － 
$188 

(12千株)

役員 佐藤 晴俊

（所有） 

直接 

0.02 

当社取締役 

ストック 

オプション

の権利行使

 

¥11 
(6千株)

－ － 
$102 

(6千株) 

 

（注）2012年6月27日開催の定時株主総会の決議および2012年12月3日開催の取締役会の決議に基づき付与された

新株予約権の当連結会計年度における権利行使を記載しております。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
注意事項 
日本語版アニュアルレポートの連結財務諸表につきましては、会計監査人である有限責任監査法人ト

ーマツによる監査を受けておりません。当該連結財務諸表の基礎となった有価証券報告書に記載され

た連結財務諸表につきましては、監査を受けております。 
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〒211-0012  
神奈川県川崎市中原区中丸⼦ 150 番地 
http：//www.tok.co.jp 
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